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「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の素案について 

「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の素案は、「区役所改革の基本方針」

に基づき、「区における課題の解決を図るための市民が共に支え合う地域づくりのしく

みに関して調査審議」することを目的として、2016(平成 28)年度に設置した「川崎市共

に支え合う地域づくり検討委員会」の提言を一つの出発点としています。 

参加と協働による地域課題の解決の「新たなしくみ」が必要とする提言を受けて、川

崎市では 2017(平成 29)年 8 月に「（仮称）今後のコミュニティ施策の基本的考え方」検

討方針を公表しました。その後、2017 年度においては、市民自治の実態等に関する市民

アンケートや、区民会議委員へのアンケート調査、区民会議意見交換会、まちづくり推

進組織関係者によるワークショップ、町内会・自治会アンケート等を実施し、コミュニ

ティ施策に関する課題や、その方向性について検討を進めました。 

2018 年度は「川崎市コミュニティ施策検討有識者会議」において、川崎市のコミュニ

ティの実態を踏まえるとともに、それぞれの専門的な知見に基づき、コミュニティ施策

のあり方について議論が行われ、「市民創発」や「多様な市民や組織の連携による地域コ

ミュニティ形成」などの重要な考え方が素案に盛り込まれました。 

さらに、各区で市民を対象にした市民検討会議ワークショップを開催するとともに、

コミュニティ施策を担当する職員によるワークショップを開催するなど、多くの意見を

聞くとともに、参加と現場主義に基づき、プロセスを重視して、共通認識を育みながら

検討してきました。 

この素案については、今後、パブリックコメント手続の結果を反映させるとともに、

庁内においては、検討作業と並行して、今後の予算、組織のあり方、施策間の連携強化

に向けた取組等について調整し、2019(平成 31)年 3 月末に考え方を策定・公表する予定

です。 
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第１章 「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」策定の目的と背景 

１ 「考え方」の目的、目標年次、位置づけ 

（１）目的 

暮らしを取り巻く環境の変化がもたらす様々な将来リスクを回避し、「希望のシナリオ」と

して第 3 章（P.17）で掲げる基本理念の実現に向け、多様な主体の連携により、「市民創発」

による持続可能な暮らしやすい地域を実現する施策の方向性を示すことを目的に、この「基

本的考え方」を策定します。 

      「創発」という言葉は、元々生態学から生まれた用語ですが、多様な個からなる組織におい 

て、これらの相互作用によって、単純な個の総和を超える予想外の飛躍が生まれることを意 

味し、新しい他者との出会いと気づき、その関係性や響き合いの中から、新たな価値が生まれ 

ていくという考え方です。足し算ではなく掛け算、それ以上の創造性を目指すものです。 

本市では、川崎市自治基本条例第 6条において、市民の権利として、「市民は、すべて人と

して尊重され、平和で良好な環境の下で、自らの生命、自由及び幸福追求に対する権利が保

障され、自己実現を図ることができる」とし、自治運営において市民に保障されるべき権利

を定めています。これまで、市ではこうした権利を、この川崎というまちで具体的に保障し

ていくため、情報共有、参加、協働という自治運営の基本原則に基づき、様々な施策を展開

してきました。これまでの取組を深化させ、この「基本的考え方」に基づき、新たに「市民

創発」という考え方のもと、より複雑化する環境変化に的確に対応しつつ、希望のシナリオ

を実現し、市民自治と多様な価値観を前提とした豊かで持続可能な都市型コミュニティの形

成を目指していきます。 

■「市民創発」のイメージ 

試行錯誤しながら常に創発し続け、その積み重

ねが時間とともにスケールアップしていきます。 

左下にある一番小さな歯車を個人と想定して、

一人ひとりの小さな気づきや思いから始まり、それ

が他者との出会いや共感の輪へと広がり、連鎖反応

することで、思いもよらない展開になり得ます。

【市民創発とは】 
様々な個人や団体が出会い、それぞれの思いを共有・共感することで生まれ

る相互作用により、これまでにない活動や予期せぬ価値を創出すること。
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（２）目標年次 

「希望のシナリオ」である基本理念の実現に向け、目標年次を概ね 10 年後の 2028 年とし

ます。 

（３）位置づけ 

この「考え方」は、市政におけるコミュニティ施策推進の羅針盤となる基本的な考え方とし

て、地域包括ケアシステム推進ビジョンの取組を、コミュニティ施策の視点から支え、相互

補完的に充実させる位置づけとなります。なお、下図は計画間の上下関係を示すものではあ

りません。 

 「市民創発」型の組織イメージ。上意下達による指揮統制型（ツリー型）の階層組織から、自由で対

等なネットワーク型、リゾーム（地下茎）型などの組織に組み替えていきます。 
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出典：2015 年までは総務省「国勢調査」、2020 年以降は国立社会保障・人工問題研究所「日本

の将来推計人口（平成 29 年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果から作成

２ 策定の背景 

（１）暮らしを取り巻く環境の変化 

① 超高齢化と人口減少社会の到来 

日本全体では、既に超高齢社会及び人口減少社会に突入している中、国においても「自治体

戦略 2040 構想研究会」の第二次報告を受け、第 32 次地方制度調査会がスタートするなど、

これからのコミュニティや自治体行政のあり方について議論が高まっています。本市におい

ては、2016（平成 28）年 1月 1日現在、政令指定都市の中では最も高齢化率が低い都市であ

り、2030（平成 42）年までは引き続き人口増が予測されるものの、将来的には確実に人口減

に転じ、超高齢化、人口減少社会が到来します。そのような中、高齢化で注目すべき問題は、

時間軸の早さです。高齢社会から超高齢社会へ移るスピードが、欧米と比較して 3～4倍の早

さで進行しており、社会的対応を困難にさせています。また、本市は全国的に平均寿命が長

い自治体の一つと言えますが、他都市と比べると健康寿命は短いという問題も抱えています。

人生 100 年時代、ライフシフト1と言われる中、単に長く生きるのではなく、生活の質を問わ

れるようになってきました。今から確実に未来への投資を行いつつ、超高齢社会、人口減少

社会に相応しい産業構造の構築や、健康寿命を延ばし、自助・互助の推進などによる誰もが

住み慣れた地域で暮らし続けることができるような地域包括ケアシステムの構築や、身近な

地域での課題解決の取組を促進するしくみ、セーフティネットの再構築などに取り組んでい

く必要があります。 

また、地域の担い手不足といったソフト面だけでなくハード面にも大きな問題があり、人

口縮減時代において空き家などによる都市のスポンジ化2が進めば都市の構造も変化し、従来

型のまちづくり手法の転換等、ハード面の課題にも対応する必要があります。 

1
ライフシフト…人生 100 年時代を迎える中、環境の変化に対応して様々なキャリアを自ら主体的に選し、生涯を通じ

て変身し続けながら、自分らしい豊かな人生を設計するという考え方
2

都市のスポンジ化…人口減少等の急速な進行に伴い、市街地において空き家、空き地が時間的、空間的に不規則な形

で発生すること

日本の将来人口・年齢別人口の推計 
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② 地域コミュニティの希薄化～コミュニティ・デザイン3の行方～ 

2017 年度のかわさき市民アンケートにおいて、市民にとっての地域の課題として、住民同

士の関係の希薄化がトップという結果に表れているように、地域コミュニティの希薄化が進

行し、地域力の低下が課題となる中、これからのコミュニティ4、アソシエーション5のあり方

や地域再生について、真摯な検討が求められています。社会経済環境の劇的な転換点に立っ

て、分断された地域社会におけるパブリックな場の復権6と多様なつながりの確保、希望の組

3
コミュニティ・デザイン…コミュニティの力が衰退しつつある社会や地域の中で、人と人とのつながり方やそのしく 

みを描くこと
4

コミュニティ…居住地、関心又は目的を共にすることで形成されるつながり、組織等（川崎市自治基本条例第 9条）
5

アソシエーション…共通の関心や目的などで集まった機能的集団
6

パブリックな場の復権…かつて地域にあった井戸端や家の縁側などの公共的な機能を有する空間を取り戻すこと 

区別の川崎市将来人口推計 

出典：川崎市将来人口推計 

※2015 年は国勢調査の結果で、2020 年以降は推計値 

※高齢化率が 21％を超えている箇所に網かけ（21％を超えた社会は「超高齢社会」と定義されている。） 

出典：川崎市将来人口推計

・2020 年には、65 歳以上の人口が 21%を超え、「超高齢社会」を迎える。 

・その後も高齢化率は上昇を続け、2050 年には約 33%に達すると見込まれる。 

・要介護・要支援認定者数は、増加傾向にあり、2017（平成 29）年 10 月現在、約 5万人で、2013

（平成 25）年から 2017（平成 29）年までの 5年間で、約 2割増加している。

高齢化率の推移 
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織化7、社会的包摂8の推進など、これからのコミュニティのあり方が社会的に問われています。 

③ 新たな公共サービスの模索～揺らぐ公共概念と新たな公共空間の創造～ 

市民ニーズが多様化する中、漫然と前例踏襲することで政策の有効性が失われることによ

る相対的な政策水準の劣化と、形式的な平等性を重視するあまりに画一的・硬直的な行政サ

ービスの限界性が顕在化する一方、市民社会も成熟し、多様な担い手による新たな公共空間

の創造の試みや、社会的な課題に取り組むソーシャルな活動が展開されるなど、行政が担う

べき領域も相対化され、従来の公共概念自体が揺らぎつつあります。市民・企業・行政のバラ

ンスを取り戻し、行政が公費を直接的に投入して課題解決するだけではなく、市民と行政と

の協働の更なる深化、地域において多様な価値観を共有し、「自分たちのまちの課題は自分た

ちで解決する」という市民自治に本来求められるまちの姿や、新たなコミュニティ・ガバナ

ンス9を創造していくことが求められています。 

④ 新しい「豊かさ」～ポスト成長時代における「豊かさ」とは～ 

1990 年代から続く停滞する経済の中で、格差と社会的排除が拡大し、ひきこもりや新たな

貧困層が生み出されるなど、深刻な社会的分断がもたらされています。環境や資源の有限性

や今後も人口減少が進むことなどを考慮すれば、これまでのような右肩上がりの経済成長は

見込めません。こうした中、特に若い世代を中心に、これまでの大量生産・大量消費・大量廃

棄を前提とした物の豊かさを求める生き方だけでなく、体験、交流、貢献といった人と人と

の関係性や心の豊かさを重視したライフスタイルを志向する動きが見られます。シェア文化

10、ローカル志向などは、こうした新しい潮流ともいえます。成長と拡大を基調としてきた社

7
希望の組織化…一人ひとりの個人が持つ将来に向けた思いや願いなどを集めて、一つの方向性を明示していくこと

8
社会的包摂…個人、又は集団が社会から排除されずに、社会の一員として認められる状態

9
コミュニティ・ガバナンス…地域コミュニティの運営プロセス

10
シェア文化…所有することに拘らず、モノや空間、体験などについて、他者と共有することを重視する行動様式

市民にとっての地域の課題

・お住まいの地域の課題について、全体（n=1,500）では「住民同士の関係が薄れている」

（24.6%）が最も多く、次いで、「治安や防犯、交通安全に不安がある」（18.9%）、「自然

災害に対する備えに不安がある」（16.9%）、住民同士が交流する場や機会がない（不足し

ている）」（16.5%）の順であった。（回答は 3 つまでの複数回答） 

出典：2017 かわさき市民アンケート 
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会のしくみや制度の再構築が求められる中、ポスト成長時代に相応しい、成長と成熟のバラ

ンスの取れた、暮らしの質を含めた、新たな経済のしくみともいえるような地域での循環の

あり方、「懐かしい未来11」も追求すべきであり、グローバリゼーション12が進む中、改めて地

域固有の資源を再発見し、自立的な地域経済の可能性と地域社会のあり方にも着目すべきで

す。 

⑤ 持続可能性への挑戦～「サステイナブル・シティ13」と政策統合14～ 

東日本大震災は自然災害であることは勿論のこと、これまで築き上げてきた社会経済シス

テム自体のあり方が問われる巨大な複合災害であるといえます。この大災害の悲劇から私た

ちは何を学び、これからの都市自治体をどのようにデザインしていくか、そのしなやかな想

像力が問われています。全国的な課題として、一極集中型の都市のライフライン、過密な都

11
懐かしい未来…地球の有限性を前提に、単純に過去に戻るということではなく、これまでの経験値を生かしながら 

未来を構想する考え方
12

グローバリゼーション…社会的あるいは経済的な関連が、旧来の国家や地域などの境界を越えて、地球規模に拡大し 

て様々な変化を引き起こす現象
13

サステイナブル・シティ…環境や資源などをはじめ、多様な社会的課題に対応した持続可能な都市のあり方
14

政策統合…元来は、環境保全の領域の用語で、持続可能な循環型社会の構築に向け、環境政策と経済政策を総合的に 

進めることであるが、ここではあらゆる領域を想定している

経済成長率の推移（GDP 前年比 1980~2018） 

※2018 年は IMF による 2018 年 4 月時点の推計値 

※実質 GDP の変動を示す 

※SNA(国民経済計算マニュアル)に基づいたデータ 
出典：IMF World Economic Outlook Databases (2018 年 4月版)

これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか（年次推移） 

・1970 年代後半に、精神的豊かさを重視する人が物質的豊かさを重視する人が上回り、

1979 年以降、その差は年々拡大傾向にある 
出典：内閣府「国民生活に関する世論調査」
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市構造、エネルギー多消費型のライススタイル、分断された社会的連帯とコミュニティなど、

検証すべき論点は枚挙に暇がありません。今後は、環境政策と経済政策、そして社会政策に

対して統合的アプローチによる政策統合を進め、よりエコロジカルデザインの視点や流域思

考15などを重視しつつ、都市の自立性と防災力を高め、循環型都市構造への転換や SDGs16、都

市と農村の相互依存関係の再構築などに取り組み、結果として、バランスのとれた総合的な

視点による施策を推進し、コミュニティと都市総体の持続可能性を高めていくことが求めら

れています。 

こうした環境の変化は、川崎市だけのものではなく、大都市共通のものともいえます。今後

の変化に的確に対応していくため、都市型の自治体として、市域全体を俯瞰的に見据えた全

市レベルの施策展開と、同時に地域を起点としたコミュニティレベルでの取組を、双方向か

ら進めていくことが必要です。 

（２）回避すべきシナリオから「希望のシナリオ」へ 

各種統計データや推計値などからは、悲観的な未来が語られがちであり、現状の取組を継

続していくだけでは、これからの環境変化に対応できず、様々な将来リスクを避けることは

できません。社会的な孤立等による孤独死の発生や、地域での自治力の低下が招く災害時の

対応面での課題や、人口減少がもたらす空き家の増加による都市のスポンジ化など、環境変

化から予想される負のシナリオを回避し、第 3 章に掲げる基本理念を「希望のシナリオ」と

して描き、その実現に向けて、バックキャスティング17の手法を通じて、地域のつながりをつ

くり、多様な主体による地域づくりの「新たなしくみ」の構築に取り組んでいくことが求め

られています。超高齢化と人口減少社会という時代の転換点に立って、私たちは今、何をす

べきかが問われているといえます。 

15
流域思考…行政区画を超えて、雨水が川に集まる大地の広がり（集水域）を意識して、社会構造を捉える考え方

16
SDGs…国連で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」における「持続可能な開発目標」のこと

17
バックキャスティング…未来を予測しながら、望ましい将来像を描いた上で現在に立ち戻り、課題を確認しながら行 

動（アクション）を積み重ねていくという手法（「コスギ・コミュニティビジョン 2040」から）

都市の持続可能性に向けた政策統合
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第２章 川崎市におけるコミュニティの現状と課題 

１ データ等から見るコミュニティの現状と課題 

（１）身近な交流や活動の場の不足 

社会活動・地域活動に参加しない理由として約 5 割の市民が「きっかけがないから」と回

答しているほか、地域の範囲として約 8 割の市民が小学校区より狭い範囲と回答し、市民活

動・地域活動に対して行政が支援すべきと思う項目では、「活動場所の提供」がトップになる

など、身近な交流や活動の場が求められているといえます。 

・地域の課題として、住民同士の関係の希薄化がトップ(2017 年度市民アンケート) 

・社会活動・地域活動に「関心がある」は 29％（4年前比 9％減）。社会活動・地域活動に「参

加している」15％（4年前比 7％減）(同上) 

・社会活動・地域活動に参加しない理由として、「きっかけがないから」と約 5割が回答（2013

年度市民自治の実態等に関する調査） 

・市民活動・地域活動に対して行政が支援すべきだと思う項目は「活動場所の提供」がトップ  

 (2017 年度市民アンケート) 

・地域の範囲として小学校の校区より狭い範囲と約 8割が回答(同上) 

（２）互助の必要性の高まり 

2015（平成 27）年度の国勢調査では、本市における 65 歳以上の高齢単身者は 57,959 人と、 

前回調査に比べて 23％の増加、老年人口の 5人に 1人の割合となっており、今後も引き続き

増加することが見込まれます。こうしたことに加えて、各区で開催した市民検討会議ワーク

ショップなどでも、地域における人と人との多様なつながりの機会が不足しているとの意見

もあり、地域包括ケアシステムの構築や地域防災の取組を推進する上では、地域での互助の

土壌となる顔の見える関係づくりや、日頃から地域で助け合う関係づくりをどのように構築

するかが課題となっています。 

・2040 年の高齢化率 29％(2017 年川崎市将来人口推計)。厳しい財政見込みと医療・介護の

担い手と施設の不足 

・高齢者の 5人に 1人がひとり暮らし 57,959 人（5年前比 23％増）(2015 年川崎市国勢調査) 

・高齢者の約 7人に１人が認知症（2018 年かわさきいきいき長寿プラン） 

・地域における人と人との多様なつながりの機会の不足（市民検討会議ワークショップ） 

（３）町内会・自治会等の住民自治組織を取り巻く環境変化 

町内会・自治会については、幅広い分野において地域の課題解決に自主的に取り組んでお 

り、行政と地域をつなぐ、大切な協働のパートナーとなっていますが、一方で都市化の進行

によりコミュニティの質もまた変容し、本市における町内会・自治会の加入率は 61.1%（2018

（平成 30）年 4月 1日現在）となっているなど、町内会・自治会を取り巻く環境が変化して

います。加えて、行政に関わる様々な分野の委員等への従事や行政情報に関する広報など、

行政からの膨大な依頼事務が、町内会・自治会への負荷となっており、このことへの対応が
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課題となっています。 

さらに、集合住宅や戸建て住宅など、居住形態も多様化しており、それぞれの状況を踏ま 

えた対応が求められています。 

・町内会・自治会加入率は 61.1％で、微減傾向にある(2018 年度市民文化局調べ) 

・町内会・自治会の活動に「よく参加している」3％、「たまに参加している」14％(2016 年度 

市民アンケート)で、参加者は減少傾向にある 

・行政の町内会・自治会への依存度について「頼りすぎ」12％、「やや頼りすぎ」50％（2017

年度町内会・自治会アンケート） 

・町内会・自治会運営での問題は「役員の高齢化」がトップで 70％（同上） 

・市内持家住宅のうち集合住宅（52％）が戸建（48％）を上回る。借家を含めると約 7割が集

合住宅（2013 年住宅・土地統計調査）、市営住宅やタワー型マンションにおける課題も顕在

化 

（４）進化、多様化するまちづくり活動 

本市では、これまで参加や協働による様々な課題解決の取組を進めていますが、一方で、 

昨今 SNS18（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などを活用した自由なつながりを基 

盤とした活動や、ビジネスの手法を取り入れた社会的な活動、企業などを含めた多様な主体 

が連携した新しい活動や、地域での新しい働き方の模索など、まちづくり活動も進化、多様 

化しています。 

・SNS を活用した交流のきっかけや、コミュニティカフェ、ソーシャルビジネス等の新しい 

形態の社会的な活動の活性化 

・多様な主体が連携した、ダイナミックな新しい地域活動の展開 

・プロボノ19、パラレルキャリア20など、本業とは別に行う地域貢献活動の広がり 

18
SNS…ソーシャル・ネットワーキング・サービスのことで、インターネット技術により、パソコンやスマートフォン 

等を用いて、社会的なつながりを提供するサービス
19

プロボノ…仕事で培った経験やスキルを生かした社会貢献。「川崎モデル」では、人材マッチングにより地域課題の 

解決を目指す活動
20

パラレルキャリア…現在の仕事以外に、第二の仕事や活動を持つことで、より豊かな生き方、働き方を実現すること
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２ コミュニティ施策の現状と課題 

（１）コミュニティ施策のこれまでの主な経過 

区民懇話会(1978 年)、区政推進会議(1990 年)、区づくり白書(1993 年～)、まちづくり推進

組織(2000 年～)、市民活動支援指針(2001 年)、川崎市自治基本条例(2005 年)、区民会議（2006

年～）など、それぞれの時代状況に応じた施策が展開されてきました。 

■これまでのコミュニティ関連施策の主な経過 

1978(昭和53)年
区民懇話会
＊要綱設置（市）

2000(平成12)年

＊要綱設置（区）

まちづくり推進組織

区政推進会議
1990年(平成2)年

＊要綱設置（市）

発展的解消 区民会議
＊条例設置

発展的解消

川崎新時代
2010プラン

区づくり白書
1993(平成5)年～1997(平成9)年

＊市民参加により
区の将来像

「地方新時代」市町村シンポジウム

2018(平成30)年度現在
５区で活動中
・2011年度 麻生区廃止
・2013年度 幸区廃止

川崎再生
フロンティアプラン 川崎市総合計画

地域包括ケアシステム
推進ビジョン

2017(平成29)年度
第6期で活動を休止

市民活動支援指針
2001(平成13)年

都市計画マスタープラン区別構想
区民提案

2000(平成12)年～2005(平成17)年

川崎市全町内会連合会
1961(昭和36)年

市民健康の森推進事業
市民自治創造・かわさきフォーラム

2003(平成15)年～2009(平成21)年1987(昭和62)年～2002(平成14)年

町内会・自治会の活動の
活性化に関する条例

2015(平成27)年

(財)川崎市市民自治財団
1979(昭和54)年

(財)川崎ボランティアセンター
1982(昭和57)年

(財)かわさき市民活動センター
2003(平成15)年

2005(平成17)年

区役所改革の基本方針
2016(平成28)年

地区まちづくり育成条例
2010(平成22)年

区行政改革の実行計画書

2001
かわさきプラン

1983(昭和58)年
川崎市

新総合計画

1974(昭和49)年

1998(平成10)年～

第二次
総合計画

1968(昭和43)年
川崎市
総合計画書

1963(昭和38)年

地域福祉計画
2004(平成16)年

老人いこいの家
1969(昭和44)年

こども文化センター
1973(昭和48)年

1959
(昭和34)年

1961
(昭和36)年 1964(昭和39)年

かわさき市民アカデミー
1993(平成5)年

NPO法人かわさき市民アカデミー
労働会館 青少年会館 青少年センター

運営移行(NPO法人かわさき市民アカデミー)
2011(平成23)年

1990(平成2)年 2005(平成17)年
(財)川崎市生涯学習振興事業団 (財)川崎市生涯学習財団

成人学校
1949(昭和24)年

市民自主企画事業・市民自主学級
2003(平成15)年

地域教育会議1989(平成1)年

ふれあい館
1988(昭和63)年 外国人市民代表者会議

1996(平成8)年

2010(平成22)年副読本「まちは友だち！」
2000(平成12)年

地区まちづくり構想

地区計画
1988(昭和63)年

公園緑地愛護会
1977(昭和52)年 管理運営協議会

建築協定
1971(昭和46)年

都市景観条例
1995(平成7)年

改正都市景観条例
2008(平成20)年

都市計画・まちづくり

多文化

公園緑地・河川

市民自治

地域福祉

教育

総合計画

2006(平成18)年

1993(平成5)年

2006(平成18)年

2005(平成17)年

2005(平成17)年 2016(平成28)年

市社会福祉協議会
1951(昭和26)年

二ヶ領せせらぎ館
1999(平成11)年

多摩川エコミュージアム構想

麻生市民交流館やまゆり
2007(平成19)年

子ども夢パーク2003(平成15)年

地区社会福祉協議会
1954(昭和29)年 区社会福祉協議会

社会委員
1928(昭和3)年

民生委員児童委員協議会
1972(昭和47)年

2015(平成27)年

ボランティア活動振興センター

市あんしんセンター
地域包括支援センター

1995(平成7)年

2006(平成18)年
2006(平成18)年

1991(平成3)年

民生委員
1946(昭和21)年

区政推進事業費
1990(平成2)年

魅力ある区づくり
推進事業費

2002(平成14)年

協働推進事業費
2006(平成18)年

地域課題対応事業費
2010(平成22)年

1973(昭和48)年

自治基本条例

区の新たな課題即応事業費2014(平成26)年

総合型地域スポーツクラブ
2002(平成14)年

体育指導委員1962(昭和37)年

スポーツ
スポーツ推進委員
2011(平成23)年

都市憲章原案
1973(昭和48)年

地域の寺子屋2014(平成26)年

2007(平成19)年

わくわくプラザ事業2003(平成15)年

青少年指導員1964(昭和39)年

川崎市青少年補導連盟
1946(昭和21)年

川崎市青少年育成連盟
1965(昭和40)年

2013(平成25)年
総合都市交通計画

地区カルテ
1976(昭和51)年

都市機能図集
1971(昭和46)年

こども

2008(平成20)年～2010(平成22)年
都市型コミュニティ検討委員会

協働型事業のルール
2008(平成20)年

協働・連携の基本方針
2016(平成28)年
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（２）コミュニティ施策の主な課題 

① 施策の体系化と施策間連携の不足 

これまで、川崎市においても、それぞれの時代状況や課題等に応じて、コミュニティに関わ

る各種の施策を展開してきましたが、それらは同じ川崎という地域を対象としながらも、地

域、地域社会、コミュニティ、都市型コミュニティ、市民社会など、その概念や用語の使い方

自体も多様であり、個別の課題に応じて、その領域ごとの対応に止まっていたともいえます。

また、その内容も、地域の包括的な機能を担ってきた地縁型組織である町内会・自治会への

支援策が中心であり、都市型社会が抱える諸課題の深化やテーマ型組織ともいえる新たな市

民活動の広がりと深まりを受け、1974(昭和 49)年に策定された「新総合計画」以降、コミュ

ニティに関する課題認識が総合計画上で明示され、個別の施策もより積極的に行われるよう

になってきたものの、その施策の体系化は図られず、複雑化する地域課題に対応可能な施策

間や事務事業間の具体的な連携は不十分な面もあったといえます。 

2005(平成 17)年に施行された「川崎市自治基本条例」では、その第 9条において、コミュ

ニティを「居住地、関心又は目的を共にすることで形成されるつながり、組織等」と定義さ

れ、市は「コミュニティの自主性及び自律性を尊重しながら、コミュニティにかかわる施策

を推進」していくとされました。本市の自治の基本を定める最高規範である川崎市自治基本

条例を踏まえ、コミュニティに関わる施策の更なる連携強化と、地域を起点とした施策の立

案・実施といった地域における総合化が求められています。 

② 脆弱な（狭義の）中間支援機能 

1993(平成 5)年から展開されてきた区づくり白書の取組やその後の市民健康の森、都市計

画マスタープラン区別構想への区民提案の展開、2001(平成 13)年に策定された市民活動支援

指針や指針に基づく市民活動推進委員会からの提言等を受け、各区にまちづくり推進組織が

発足し、2003(平成 15)年には川崎ボランティアセンターが新たにかわさき市民活動センター

となり、各区に区民活動支援コーナー等も整備され、市民提案型事業等もスタートしました。

これらの従来型の中間支援機能は、それ自体、必ずしも十分なものとはいえない側面もあり、

また、単に活動を支援するという狭義の機能に加え、これからのコミュニティの未来を見据

えた新たな対応も求められています。 

これまで、かわさき市民活動センターや各区において展開されてきた従来型の市民活動支

援施策を踏まえ、コミュニティやアソシエーションの活性化に向け、全市レベルでの支援強

化とともに、区域レベルでの支援機能の拡充、地域資源を生かした「市民創発」を展望した新

たなプラットフォームの形成を目指した検討を進めていく必要があります。 

③ 多様な住民自治機能への対応 

町内会・自治会は、本来、住民自治機能を担う組織であることが基本となるべきものです

が、様々な歴史的経過の中で、行政の機能を補完する役割を担ってきた側面があります。

1938(昭和 13)年には県総務部長通達「伍人組の整備に関する件」が、1940(昭和 15)年には、

内務省から「部落会町内会等整備要領」が出され、川崎市も同年「川崎市町内会設置規程」を

施行、町内会・自治会は市の補助的組織とされました。その後、1947(昭和 22)年には、ポツ

ダム政令により町内会は廃止され、新たに広報委員会が設置されましたが、1952(昭和 27)年
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のサンフランシスコ講和条約の発効に伴い、町内会等の復活が認められることとなり、

1961(昭和 36)年には全町内会連合会が発足しました。 

町内会・自治会は、川崎市自治基本条例に照らせば、本来市民自治を具現化し、暮らしやす

い地域社会を築くため、住民相互の関係性を深め、信頼関係を構築するとともに、多様な主

体との連携により、地域での豊かなつながりを育みながら、地域社会の抱える様々な課題の

解決に取り組む組織体でもあります。  

様々な課題を抱える中でも、コミュニティを支える中核的組織の一つとして、その原点に

立ち返り、町内会・自治会の個別の状況に応じた負担軽減策や持続可能な運営体制の確保等

に向けた検討に対する環境整備が必要です。 

あわせて、市内の持家住宅において、集合住宅が戸建住宅を上回った現状を踏まえ、タワー

型マンション等の大型集合住宅やワンルームマンションの増加、シェアハウス等の居住形態

の多様化、複雑化等に対応する新たな住民自治の形が求められています。このため、管理組

合とマンションコミュニティの問題について、住民自治機能の観点から、その課題の検証を

行い、今後の方向性について検討を進めていくことが必要です。 

（３）区における主な既存のコミュニティ施策の振り返り 

① 区民会議 

区民会議は、各区に区民によって構成される会議を設け、参加及び協働による区におけ

る課題の解決を目的として調査審議を行い、区長及び市長等は、その調査審議の結果を尊

重し、その内容を区政及び市政に反映するよう努めるものとして、川崎市自治基本条例第

22 条に位置づけられています。試行期間を経て、2006(平成 18)年に設置され、委員 20 名、

任期 2 年で、これまで 6 期、12 年間にわたり開催され、活動の成果として、地域の課題

抽出やその解決、地域への関心を持つきっかけづくりや区内の様々な団体や個人のつな

がりや交流の創出などが挙げられ、大きな役割を果たしてきました。同時に、区における

様々な会議等との重複感や区民会議委員の負担感、効果的な課題解決に向けた実践的な

展開のあり方などの課題が指摘されています。 

【区民会議委員へのアンケート調査】（第 6期委員及び委員経験者（第 1～5期委員長、副委員長等）） 

（概要）

区民会議委員へのアンケートを実施して、これまでの区民会議の成果や課題について、振

り返りを行いました。 

（結果） 

「地域課題を抽出ができた」、「区や地域に興味をもつきっかけができた」、「団体や個人と

の交流になった」などの意見が多くありました。 

一方で、「他の会議との重複感があった」、「委員構成に偏りがあった」、「任期があり、課題

解決まで見届けられなかった」、「提言が実践に結びつかなかった」などの意見もありました。 
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よかった、楽しかった、成果と感じたこと（「そう思う」と「ややそう思う」の合計（多い順））

よくなかった、大変だった、課題と感じたこと（「そう思う」と「ややそう思う」の合計（多い順））

【区民会議意見交換会】 

（概要） 

「区民会議の成果と課題」と、区民会議の枠組に捉われない「ミライのコミュニティ」の 2

つのテーマについて、区民会議委員を対象としたワークショップを行いました。 

（結果） 

     テーマ１「区民会議の成果と課題を確認しよう」 

     （成果の主な意見） 

     ・様々な人や団体と知りあい、ネットワークができた 

・区の魅力や課題を知ることができた 

・行政の取組に市民として参加できた など 

     （課題の主な意見） 

     ・PR 不足、課題が区民に届かない 

・課題が偏りがち（テーマが似る） 

・課題解決には時間がかかる。2年では時間が足りない など 

     テーマ２「ミライがこんなコミュニティになったらいいな」 

      (主な意見) 

     ・入口をオープンにして誰でも参加できるように呼びかけを行う 

     ・まちづくりの単位として、小さな単位（小学校から中学校くらい）を考えてはどうか 

     ・地域の施設が必要（こども文化センター、いこいの家、空き家の活用 など） 

     ・自己犠牲で地域活動を担っていくことは難しい など 
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② まちづくり推進組織 

まちづくり推進組織は、1993(平成 5)年から 1997(平成 9)年にかけて各区において策定

された「区づくり白書21」の理念に基づき、区民の合意形成を図りながら行政とのパート

ナーシップのもと、魅力あるまちづくりを目指すことを目的として、それまで各区におい

て設置されていた「区民懇話会」を発展的に解消する形で、2000(平成 12)年度までに各

区に設置されました。その組織は区の要綱にて規定されています。2011(平成 23)年度に

麻生区、2013(平成 25)年度に幸区でそれぞれの組織が発展的解消となり、現在 5 区で活

動を展開しています。地域の課題解決に向けた実践的な活動を展開しつつ、区内の市民活

動団体間の交流の促進に取り組むなど、多くの成果を生み出してきました。その一方、活

動の自立性の確保や担い手の高齢化、固定化、活動の継続性と有効性を高めるようなしく

みのあり方など、いくつかの課題も浮き彫りになってきました。 

【まちづくり推進組織関係者によるワークショップ（全 3回）】 

（概要） 

各区のまちづくり推進組織で活動中、又は活動を経験された方を対象に、全 3 回のワーク

ショップを開催し、これまでの活動の振り返りと、まちづくり推進組織の枠組に捉われない

これからのまちづくりについて、バックキャスティングによるアイデア出しを行いました。 

（結果） 

「活動の振り返り」主な意見 

［成果について］ 

・互いの活動について学び合うための交流につながった 

・各区で様々なプロジェクトを通じた実践による課題解決につながった 

・各区で市民活動支援コーナーの設立・運営や市民活動見本市を行った など 

［課題について］ 

・担い手の高齢化が進んでおり、新たなメンバーの参加が少ない など 

「未来のコミュニティのあり方」主な意見 

・若い人、働いている人、子育て世代のライフスタイルが多様になっているので、まちづ

くり活動の敷居を低くすることが必要 

・部局間（行政内部）での情報共有・連携をもっとやって欲しい 

・地域レベルの小さな活動を支援する区ごとの中間支援が必要 

・活動エリアはより小さく考えると良い（中学校ぐらいのエリアに拠点があると良い） 

③ 区民活動支援コーナー等及び市民提案型事業等 

○区民活動支援コーナー等 

区民活動支援コーナー等の各区市民活動支援拠点は、地域情報の提供を中心に団体間の交

流やまちづくりの推進を図るために、「川崎市市民活動支援指針」の「活動の場」を提供する

区の拠点として整備されています。 

21
区づくり白書…各区において、①区の現状の課題の把握、②問題点の抽出、③それに対する対策、④区の望ましい将 

来像、⑤将来像を実現するための提案等から構成され、区民相互の合意形成の上で区民と区の共同によって作成さ 

れた報告書 



15 

現在、麻生区を除く各区役所及び支所・出張所等に、要綱に基づいて区民活動支援コーナー

が設置され、打合せに利用できる会議室や会議資料やチラシを印刷できる印刷室の運営を、

区役所や、利用団体によって構成される運営委員会等が行っています。 

これまで、各区で様々な活動を行う市民活動団体等の支援と交流を行う区の活動拠点とし

て、一定程度機能しているという成果がある一方で、「川崎市市民活動支援指針」で補助機能

として示されている人材育成やネットワーク形成等といった中間支援機能が担えていないこ

とや、単なる活動拠点の一つに過ぎず、他の事業等との有機的連携が図られていないこと、

運営団体の高齢化が進み、担い手が不足しているといったことが課題となっています。 

また、「活動場所の提供」は市民から高いニーズ（2017 年度市民アンケート）があるのにも

関わらず、区により集計方法は異なるものの会議室の稼働率は、50％以下、支所・出張所では

10％前後の区民活動支援コーナーも多くなっています。活動場所の一つといえる区民活動支

援コーナーの会議室の稼働率が低い区が多い要因の一つとして、利用団体が行う会議室の受

付業務等の負担感により敬遠されていることが考えられます。 

なお、麻生区については、2007（平成 19）年度から、庁舎外に麻生区市民活動支援施設「麻

生市民交流館やまゆり」が設置され、それまで区役所庁舎内にあった区民活動支援コーナーの

機能を引き継ぎ拡充した上で、NPO 法人による自主運営が行われています。 

○市民提案型事業等 

市民提案型事業は、地域課題の発見と解決を図り、より住みやすいまちづくりを推進する

ために、各区（宮前区を除く）において、地域活動団体や市民活動団体等が主体的に実施する

公益性の高い活動提案を募集し、選定された提案を区の事業として位置づけ、区役所と団体

とが協働で実施するものです。 

各区で事業名称や予算は異なりますが、毎年度実施し、事業の選定については、区役所が主

体となり、学識者等を含めた審査委員会を設置し審査しています。 

ほかにも宮前区ではまちづくり協議会が、麻生区では NPO 法人あさお市民活動サポートセ

ンターが、市民活動団体等に対する活動の補助金について、募集から交付を行い、市民活動

の活性化を図っています。 

これまで、市民活動団体のノウハウや発想を生かした事業を選定、実施し、行政の発想にな

い先取りの課題に取り組んできたことや、画一的、硬直的になりがちな従来の公共的サービ

スに比べ、多様化するニーズに柔軟に対応することができたという成果がある一方で、課題

としては、応募件数は年度により増減はあるものの横ばいの区が多く、応募が選定件数内に

収まる区も多いことや、区により事業評価の公表や報告会実施の有無等が異なり、全区にお

いて、事業の更なる公開性・透明性の確保が必要であることなどがあげられます。 

また、民間主導のコミュニティファンドとの連携や、各種助成金や補助金との役割分担等

が課題となっているとともに、事業のより効果的な推進や、財源面での自立性の確保、多様

な団体との連携強化等に向けた支援機能が不足していたという側面も指摘されています。 

このように、区においては、区民会議、まちづくり推進組織、区民活動支援コーナー等、市

民提案型事業等に加え、様々な施策を展開してきました。その中で、市民館における市民自
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主学級・市民自主企画事業などの取組は、市民自ら地域課題や生活課題を捉え、その解決に

向けた実践を目指したものであり、同時に地域における多様な担い手を育みながら、より豊

かなコミュニティの形成に資するものといえます。これらの各種事業の成果等も踏まえ、今

後の区における効果的な事業展開と各事業間の有機的連携のあり方など、コミュニティ施策

の視点からの検討が求められています。 
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第３章 基本理念と今後の方向性 

１ 基本理念：「市民創発」による市民自治と多様な価値観を前提とする「寛容と互

助」の都市型コミュニティの形成 

   現代の都市化の進んだコミュニティでは、かつての農村型のコミュニティのように共同的

な生産・生活基盤を自主的に管理する必要性が低く、地域課題の解決に対して行政依存的な傾

向が強くなるという側面がありました。その中で、地域における地縁的なつながりによる町内

会・自治会や、特定の地域課題の解決を目指す NPO 等と、行政が協働して様々なコミュニティ

施策を進めてきました。しかし、コミュニティ運営の担い手が固定化・減少する一方、一人暮

らし世帯の増加や、生活利便性の向上等によって地域と関わることなく生活している人々が

増え、これまでのコミュニティ施策では、新たな担い手を見出しにくい状況にあります。 

また、近年では、地域課題の解決において、企業や大学等の果たす役割が大きくなりつつ

あります。SNS の浸透などにより、地域レベルや区域レベルで志向が近い人々がつながる機会

が増え、社会的な地域課題を解決する動きも出てきています。 

このような背景の中、本市は、再開発などによる急速な人口増加地域を抱える一方で、高度

経済成長期に形成された地域が成熟化するなど、地域により様々な状況にあることに加え、

昔から地域の中で育まれてきた多様性を基底とした多文化共生の土壌が根付いています。さ

らに、環境、福祉、まちづくりなど、様々なフィールドで市民による先駆的な自治の取組が活

発に展開されてきたという自治の記憶があります。 

また、「寛容」という考え方は、一人ひとりが、あるがままの自分で社会に受け入れられて

いるという安心感を市民にもたらすだけでなく、お互いの違いを個性と捉える土壌となり、

多様な参加を促し、各々の個性が有機的につながることで、まちの多様性を可能性として生

かしていきます。そして、超高齢社会を迎えるに当たり、ケアを必要とする人が確実に増え

ていく中、日々の暮らしや災害時において、地域で助け合い支え合う「互助22（共助23）」の必

要性が高まっています。 

こうした本市の特長等を生かして、市民自治と多様な価値観を前提とし、様々な主体の出

会いとその相互作用によって、新たな価値を生み出しながら、地域の課題をしなやかに乗り

越え、その具体的な解決を導く「市民創発」へのパラダイムシフト24により、多様なつながり

（ソーシャルキャピタル25）や居場所を創出しつつ、幸福度が高く、誰もが認められる社会的

包摂の進んだ持続可能な都市型コミュニティを目指すという将来像を「希望のシナリオ」と

して掲げ、その実現に向け、総合的に施策を展開していきます。 

22
互助…川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンでは、「助け合いの仕組み」として、公費負担の視点から、「自助」 

「互助」「共助」「公助」の四つに類型化していて、「互助」は自発的にお互いに支え合うこと
23

共助…川崎市地域防災計画では、基本理念として、「自助（個人）」「共助（地域）」「公助（行政）」を掲げて、地域に 

おける防災力の向上を図っており、「共助」は地域内及び地域同士で連携して地域の安全を守ること 
24

パラダイムシフト…当然のこととして考えられてきた認識や価値観などが劇的に変化すること
25

ソーシャルキャピタル…人と人とのつながりのあり方のことで、社会関係資本と訳され、つながりが豊かなほど、よ 

り社会の効率性を高めることができる信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴
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地域に広がる「（仮称）まちのひろば」 ～「希望のシナリオ」のイメージ～ 
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＃ 音楽フェス 
道路や広場など、いつもの場所が
特別な場所に。非日常体験がまち
の遊び心を満たす、これも一つの
「まちのひろば」です。

＃ マルシェ 
生産者と消費者の出会いの場。物
や言葉のやりとりから何かが生
まれ、まちの空間が変わります。

＃ 移動店舗 
買い物に行くのが大変な高齢者
等の強い味方。お客と販売員、お
客同士といったつながりをつく
ります。

＃ 森の遊び場 
ワクワク・ドキドキ、子どもたち
は遊びの天才！自然の中で創造
力を育みます。

＃ 居酒屋街 
居酒屋は大人の社交場！見知ら
ぬ人と意気投合したことはあり
ませんか。飲む人も飲まない人も
楽しみながら人とつながる出会
いの場です。 

＃ 認知症カフェ、縁側 
自宅を開放した認知症カフェ。家
の中と外をつなぐ空間の縁側も
使って、誰でも気軽に参加しやす
くしています。

＃ 河川空間、河川敷 
水辺では思い思いのアクティビ
ティ（活動）が行われています。

＃ ソーシャルデザインセンター 
人や団体・企業、資源・活動をつなぐ
コーディネート機能やプロデュース
機能などを有し、まちにちょっと新
しい何かを生み出す空間です。

＃ 古民家改修、DIY、ゲストハウス 
空き家を DIY でリノベーション（修
復、再生）。誰もが気軽に集える出会
いの場や、地域活動の場として生まれ
変わります。

＃ シェア畑 
まちを耕す。育てる喜び、食べる
喜び、分け合う喜び、楽しさもシ
ェア。手塩にかけて丁寧に丁寧に。
仲間づくりと一緒です。

＃ コワーキングスペース 
地域での新しい働き方を提案。
色々な分野の人たちと刺激し合
い、つながることで、新たなビジ
ネスが生まれ、地域の活性化につ
ながる（かもしれない!?）。

＃ 防災訓練 
その日に備えて。誰もが関心のあ
る防災。防災訓練をきっかけに顔
の見える関係を築きます。

＃ 商店街 
地元商店街の私のお気に入り。行
きつけのお店ができれば、そこに
行くだけでほっとできる地域の
居場所。自然と井戸端会議が始ま
ります。 
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２ 今後の方向性 

（１）多様な市民や組織の連携によるコミュニティ形成や豊かな市民社会に向けた環境 

づくり 

高度経済成長期においては、成長することが輝きを持ったメッセージとして受け止められ、

成長することであらゆる課題が解決されるという考え方を前提とし、一つの解が導き出され

る時代だったともいえます。 

こうした時代にあっては、煩雑な課題であっても、専門化、高度化、分業化、効率化などに

より、あらかじめ解決策を予見しながら計画的に対処することができました。 

人口減少が進む今後は、成長一辺倒ではなく、価値観が多様化するなど、言わば絶対的な一

つの正解がない不確実性の時代を迎え、こうした時代における複雑な課題に対しては、結果

が予測できないイノベーション26による解決方法が有効な局面もあり、そのためには組織を超

えた多様な主体による創発型の取組が必要です。 

地域に目を向けると、自分が属する地域コミュニティとして住民が捉えるエリアの広さや

世帯数にも大きな幅があり、戸建てと集合住宅の割合、住民の流動性、平均年齢、外国人居住

等、コミュニティが非常に複雑化かつ多様化しています。また、地域に関わる組織も、町内

会・自治会、アソシエーション型組織をはじめ、様々な組織・団体、企業等があり、地域ごと

に異なっています。 

このような中で、地域それぞれが、その地域の資源や特性を生かし、集団を超えた個人のつ

ながりを重視しながら、多様な市民や組織が連携した協働型のアクションを積極的に進める

ことで、都市型コミュニティが形成され、同時に地域課題への対応能力が高まって新たな取

組につながる循環が生まれます。こうした循環プロセスを通じて人々の組織の間の信頼が育

まれることにより、誰もがその存在と尊厳が認められ、社会的包摂の進んだ、市民創発型の豊

かな市民社会に向けた環境づくりを行っていきます。 

（２）超高齢社会に対応する地域コミュニティとその後を見据えた取組の展開 

超高齢社会においては、高齢になるほど移動能力が低下し、生活圏が狭くなることから、地

域コミュニティの重要性が高まっています。日常生活を不便なく営み、孤独にならないよう

趣味やボランティア活動等の社会的居場所があり、健康的に歩いて暮らせ、また、介護が必要

になっても住み続けられることに加え、ケアに携わる側から見た課題等に対応できるコミュ

ニティづくりを地域包括ケアシステム構築に向けた取組と一体的に推進します。さらには、

子育てや環境・防災面での課題等を地域で解決する取組を推進します。 

また、川崎市全体では当面人口が増加・維持傾向ですが、駅からの利便性が悪い地区や、

1960~70 年代に開発された住宅団地等では、人口や世帯数が減少している地域もあり、今後、

26
イノベーション…新しい考え方を取り入れて、社会的に意義のある新たな価値を創造し、大きな変革を促すこと

【こうなったらいいなと思う 10 年後の地域の姿：市民検討会議ワークショップでの意見】

・地域の人が参加しやすいコミュニティ、情報発信する場、多様な人が住みやすいまちに

・行政に頼るだけでは未来は切り拓けない。自分たちで動くことも大切

・そこに関わる人の思いや考えを活かした場づくり、目標をつくってからの場づくりを行うことが重要 など
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加速的に減少する恐れもあります。このような地域では、高齢化以外にも、空き家・空き地が

発生する等、安定的に地域を支えることが難しくなることが想定されることから、人口減少

時代における地域コミュニティ形成の取組を下支えする施策を進めます。 

（３）川崎の地域固有の資源の発掘と再評価、活用策の推進 

「ないものねだり」から「あるものさがし」へと思考方法を組み替え、川崎のまちの可能性

を前提に、市内にある人的資源や地域資源、自然環境など、様々な地域固有の資源を発掘し、

その再評価と地域診断の作業を進めるとともに、公共施設などの考え方の再整理も行いつつ、

地区カルテとしての整理、情報共有を進めます。また、地区カルテそのものの作成手法や活用

が一層充実するための取組を進めます。   

本市においては、1971（昭和 46）年の都市機能図集や 1976（昭和 51）年の地区カルテの作

成をはじめ、地区カルテの手法を活用してまちづくりを展開してきた経過があります。 

現在、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地区カルテを活用して地域情報の集約と見

える化を進め、地域づくりの取組を展開しています。今後は地区カルテの協働作成やツール

としての組織的活用などに向けて取組を進めていきます。 

さらには、資源の置かれている環境、位置づけや目的、制約条件などの社会的関係を捉え、

より戦略的・効果的な活用のあり方について検討します。 

【こうなったらいいなと思う 10 年後の地域の姿：市民検討会議ワークショップでの意見】 

・人生 100 年時代、地域ぐるみで見守りを。子育て層も老後も安心して暮らせるまちを目指す 

・高齢者を「光齢者」と捉え、学校や子育て世代の手助けになるしくみができること 

・60 歳以上の活躍、地域での新しい働き方                           など

【こうなったらいいなと思う 10 年後の地域の姿：市民検討会議ワークショップでの意見】

・区内にある既存の地域資源について、一層の魅力アップ 

・町内会館、マンションの交流室、企業の空きスペースを交流の場として開放

・公共施設開放のしくみを簡単に

・空き家のシェアリングやコンビニを地域の場として活用                    など
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第４章 「新たなしくみ」の構築に向けた今後の取組

１ 三層制による取組の推進 

川崎市は、人口 150 万人を超える大きな政令指定都市であることから、これからのコミュニティ施

策を考えるに当たっては、小学校区などの身近な範囲である「地域レベル」の取組、行政区を範囲と

する「区域レベル」の取組、全市を範囲とする「市域レベル」の取組の三層制により、きめ細かく取組

を推進します。 

「地域レベル」では、身近な地域の中で、新たな居場所や多様なつながりを創出すること、「区域レ

ベル」では、地域の活動等を下支えや補完しながら、各区の特性に応じた支援策を実施すること、「市

域レベル」では、市内中間支援組織の連携強化と効率的・効果的な支援体制を構築すること等を取組

の軸として進めます。 

26

市域（全市）レベル

区域（行政区）レベル

地域（小学校区など）レベル
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２ 地域レベルの新たなしくみ 

（１）地域の居場所「（仮称）まちのひろば」の創出 

身近な地域での気軽なつながりの場所が求められており、誰もが気軽に集える出会いの場

として、官民問わず、多様な地域資源を活用して、「（仮称）まちのひろば」を創出し、人材・

資源のネットワーク化や情報共有の促進、地域課題の解決等に取り組み、ひいては市民のつ

ながりの向上を図ります。 

   「（仮称）まちのひろば」は、場所そのものへの愛着を育む効果も期待されることから、場

所がある方が望ましいですが、空間に限定せず、常設である必要もありません。その概念は幅

広いものであり、例えば、3 人集まれば「（仮称）まちのひろば」が展開し、何かしらの変化

が生まれ、創発につながるという考え方です。 

また、地域包括ケアシステムにおける互助の促進や課題解決の場としての役割を果たして

いくものともいえます。 

（２）「（仮称）まちのひろば」の機能 

「（仮称）まちのひろば」は、目的がなくても、誰もが気軽に集える場であることと同時に、

活動中の人々やこれから頑張りたいと思っている人々のための場や、地域の人材が専門性を

発揮して、新しい活動に結び付く「コトおこし」ができる場にもなることが想定され、次の

ような機能が考えられます。 

・参加のきっかけとなる地域の居場所 

・家庭、学校・職場以外の地域の居場所（サードプレイス） 

・地域において「自分が求めるつながり」を探し出せる場所 

・楽しい・関わりたいと人を惹きつけるコミュニティの入口 

・誰もが気軽に集える出会いの場 

・地域の課題解決の場 

・事業者の社会貢献活動（CSR27や CSV28）との連携の場 

なお、「（仮称）まちのひろば」は、場所がある方が望ましいですが、必ずしも空間としての

固定的かつ専有的な場所の確保を必要な条件とせず、その機能や課題解決につながる活動自

体を重視します。 

27
CSR…Corporate Social Responsibility；企業の社会的責任 

28
CSV…Creating Shared Value；企業価値と社会的価値を同時に実現する共通価値の創造 

【こうなったらいいなと思う 10 年後の地域の姿：市民検討会議ワークショップでの意見】

・若い世代が戻ってきたいまち（好きなことがやれる場があること、小さな単位の居場所）

・小さなエリアに多様なスペースが欲しい、こども文化センターなどの既存公共施設、道路や公園の活用

・コワーキングスペースや空き家を活用した街かどカフェの整備、気軽に参加できる円卓会議（ラウンド 

テーブル）が必要                                    など
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【まちのひろばのイメージ】 

※リビングラボ…市民・企業・自治体・大学・研究機関などの様々な主体が集い、社会課題の解決に結び付く取組を開発 

し、実験的に実践する協働の場 

※エリアマネジメント…エリアマネジメント特定の地域（エリア）を単位に、行政以外が主体となって、まちづくりや地 

域経営（マネジメント）を積極的に行おうという取組 

※プレーパーク…子どもたちが自分の責任で自由に遊ぶことを通じて、自分らしく成長していく遊び場、冒険遊び場 

※フューチャーセッション…市民・企業・自治体・大学・研究機関などの様々な主体が同じ問いを共有し、話し合いなが 

ら、それぞれが主体的に実行することを促す場 

※コワーキングスペース…様々な業種、年齢の人々が集まり、仕事をすることを通じて、ノウハウやアイデアを共有し、 

協働を促す場所 

※コモンズ…誰にでも開かれた市民の共有資源 

※マルシェ…朝市・青空市など、生産者と消費者を直接結び付ける市場 

・公共施設、空き家、空き地、道路、河川、 

公園、花壇、農地、商店街などの空間 

・神社仏閣、鎮守の森などのランドマーク 

・祝祭空間 等における諸活動 など 

夏祭り、盆踊り、フェス、小さな森、 

地域の庭、マルシェ、雑誌図書館、 

みちあそび… 

・趣味のグループ 

・市民活動組織 

・地域貢献活動 など 

緑のボランティア活動、ごみ拾い、 

ギャラリー、囲碁・将棋、 

サークル活動、まちの図書館、 

読書会、お菓子教室、男の料理教室、 

絵画教室、写真教室… 

興味のある地域活動の場 

・気軽に立ち寄れる場 

・多様な人の居場所 

・出会いと関係性を舫う場 

・地域情報が得られる場 

・縁側、空き部屋 など 

お茶会、カフェ、サロン、 

おしゃべり会、まちのスナック・居酒屋… 

緩やかにつながる 

機能・場 

地域の必要に応じて 

つくられる機能・場

コモンズ 

交響・交感型 課題解決型 

・社会課題を解決する組織、場 

・リビングラボ、 

エリアマネジメント など 

子どもの生活支援・学習支援、 

子育て支援(自主保育など)、プレーパーク、 

高齢者・障がい者支援、まちの賑わい 

づくり、フューチャーセッション、 

コワーキングスペース… 

 上の四つの類型は、あくまで便宜的に示したものであり、各々に示されている活動や機能等は固定的

なものではなく、複合的なものであり、その時間的・空間的な諸条件により様々に変化します。 

交流・活動重視型 空間重視型 
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（３）「（仮称）まちのひろば」の多様な形態 

既存公共施設の地域化や民間の地域資源やオープンスペースの活用など、様々な形態が考えら

れます。 

なお、ここでは、「（仮称）まちのひろば」には、具体的な空間としての場があった方が、より 

活動の活性化につながるという考え方のもと、様々な空間の形態について示していますが、SNS 

上のコミュニティなど、具体的な空間としての場を必要としないものもあると考えます。 

（４）「（仮称）まちのひろば」への行政の関わり方

庁舎、学校、こども文化センター、いこいの家などについて、より自由度の高い活用に向けた、

地域での利用ルールの決定や、その管理・運用への参加を促進するなど、公共施設の地域化や、

カフェなどの飲食店、公開空地、空き家、空き部屋等の民間資源の活用を推進するとともに、「（仮

称）まちのひろば」の自主性や自律性を尊重しながら必要な支援を進めます。加えて、地区カル

テを活用した住民の主体的な活動の創出に向けた取組など、地域包括ケアシステムの構築に向け

た取組と連携して進めます。 

そのような考え方に基づき、関わり方の一例として、空き部屋（空きスペース）の活用を行う

場合は次のような支援が考えられます。  

【行政施策の一例】 

・立ち上げ支援（例：担い手づくり、地域資源、地域ニーズの調査、専門家による支援 等） 

・看板の作成、配布（例：「（仮称）まちのひろば」の看板の作成支援 等） 

・「（仮称）まちのひろば」同士のネットワーク構築（例：オーナー同士の連絡会議の開催 等） 

・広報支援（例：マップの作成、HP の活用 等） 

なお、こうした行政の関わり方はあくまでも一例であり、前述のとおり「（仮称）まちのひろ 

ば」は幅広い概念であり、行政としてエリアや目標数を設定し、計画的に整備を進めていくとい

う性格のものではありません。また、必ずしも固定的な場所を必要とするものではないという考

え方なども踏まえ、それぞれの自主性や自律性を尊重しつつ、その支援のあり方、公共関与、区

域レベルのプラットフォームとの関係性などについて検討、調整を進めます。 

また、コミュニティ形成を支援する視点から、「（仮称）まちのひろば」から顕在化した多様な 

地域の課題の解決に向けて、主体間や行政内部における役割分担を明確にした上で、取組を推進 

します。 

○庁舎 ○学校 ○こども文化センター

○いこいの家 ○老人福祉センター 
○地域子育て支援センター  
○公園・都市林・緑道・都市緑地 
○道路・橋梁 
○河川 など 

公共施設の地域化 

○町内会・自治会会館 ○空き店舗 

○空き家・空き部屋 ○公開空地 
○イベントスペース 
○カフェなどの飲食店 
○企業 ○神社仏閣・鎮守の森 
○空き地 ○路地 ○農地 ○緑地 
○屋敷林 などのコモンズ等

公共施設 民間地域資源 

地域資源の洗い出しと活用 
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３ 区域レベルの新たなしくみ 

（１）区域レベルのプラットフォーム「（仮称）ソーシャルデザインセンター」の創出 

    市民自治と多様な価値観を基盤とするこれからの都市型コミュニティを目指して、多様な

主体の連携により、市民創発によって課題解決する区域レベルの「新たなしくみ」として、地

域での様々な新しい活動や価値を生み出し、社会変革（ソーシャルイノベーション）を促す基

盤（プラットフォーム）を創出します。 

    なお、区域全体をカバーするテーマ包括的なプラットフォームの名称については、新しいこ

とを実験的に起こすことに着目して、「（仮称）ソーシャルデザインセンター」などが考えられ

ます。 

 （２）「（仮称）ソーシャルデザインセンター」の機能 

   「（仮称）ソーシャルデザインセンター」の基本的な機能としては、以下のものとします。 

・人や団体・企業、資源・活動をつなぐコーディネート機能とプロデュース機能 

・支援のニーズ（活動支援、資金助成、相談、情報収集）とメニューの効果的なマッチング 

・人材育成（地域の担い手や社会的起業家など） 

・地域メディアやソーシャルメディア29を活用した情報の受発信 

・新たな参加、交流のきっかけづくり 

・各区の特性に応じて必要とされる機能 等 

（３）「（仮称）ソーシャルデザインセンター」の形態 

7 区横並びに同じものを設けるのではなく、区の独自性を踏まえて検討し、設置についても

できるところから進めていき、最終的には区ごとに 1か所の「（仮称）ソーシャルデザインセ

ンター」の設立を目指します。 

また、色々なテーマや規模ごとに複数のプラットフォームが併存することも考えられるこ

とから、その目的に合わせて対話の場づくり、機能、エリア、テーマ、主体等のあり方につい

て検討していきます。 

1､2 年間試行的にモデルをつくって経験知を共有し、検証しながら徐々に高次機能を付加

していくことが考えられます。 

また、時間の経過とともに取組が硬直化したり、社会環境との乖離が生じることを防ぐた

めに、プラットフォームをつくる際には、例えば 3年、5年といった一定期間を経過した段階

で事業の検証を行います。 

29
ソーシャルメディア…SNS などを通して、誰もが参加可能な双方向型のメディア 

【こうなったらいいなと思う 10 年後の地域の姿：市民検討会議ワークショップでの意見】

・7区ごとに活動の拠点があり、つなぎ役のコーディネーター（有償）が必要では

・多世代が集まる場としてコミュニケーションのプラットフォーム、ソフト面のしくみが重要

・企業と市民活動団体のマッチング、それらをつなぐコーディネーター機能が重要        など 
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（４）「（仮称）ソーシャルデザインセンター」への行政の関わり方～モデル創出へ～ 

市民主体の運営を理想としつつも、立ち上げ段階において、ボランティア組織による持続

的な運営は困難であると考えられることから、専門的な知識と技術を有する NPO 法人等によ

る運営も考慮しながら、行政として必要な支援を行います。 

その際は、専門性の高いコーディネーターや地域のために働きたいと考える若年層を含め

た有償によるスタッフの配置や地域人材の活用について支援する一方で、旧来の手法である

行政事務局の設置や、いわゆる官製 NPO の設立といった行政主導の関わり方はしないことと

します。 

また、運営予算について、立ち上げ時には、地域課題対応事業の活用（既存事業の整理）も

考えられますが、将来的にはビジネスモデルの導入やクラウドファンディング30の活用等、自

主財源による運営を見据えたものとすることが望ましいことから、行政からの委託に頼らず

に、NPO、大学、企業との連携による運営や、多くの主体が知恵を持ち寄り創発していくしく

みの検討も必要と考えます。 

「（仮称）ソーシャルデザインセンター」への行政の関わり方自体が、市民創発型の活動に

対する行政参加の新しいモデルとなるように取組を進めていきます。 

（５）区における行政への参加のあり方検討 

「新たなしくみ」の区域レベルの機能の一つとして、これまで区民会議が担ってきた「区に

おける行政への参加」のしくみを確保する観点から、区民の多様な意見を反映する制度のあり

方について検討を進めます。 

また、その制度と「（仮称）まちのひろば」や「（仮称）ソーシャルデザインセンター」との

関係性について検討します。 

     政令指定都市という大都市における都市内分権の機能という視点や既存制度の運用におけ

る課題等を踏まえ、丁寧に議論を進めていきます。 

30
クラウドファンディング…インターネット等を用いて、不特定多数の人から資金等の協力を調達すること 
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４ 地域レベルと区域レベルにおける「新たなしくみ」とその関係性について 

身近な地域の中で様々な活動やつながりづくりを進める地域レベルの「（仮称）まちのひろば」 

に対して、区域レベルの「（仮称）ソーシャルデザインセンター」は、市民創発型の多様な主体 

の連携により、区域全体をカバーするテーマ包括的なプラットフォームとして、「（仮称）まちの 

ひろば」に加えて、テーマや地域別に展開する多様なネットワーク（サブプラットフォーム） 

など、区域における様々な活動に対して、コーディネートや求められる支援を行い、全体の底上 

げを図ります。 
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５ 既存施策の方向性 

（１）区民会議について 

指定都市においては、地方自治法第 252 条の 20 の規定で、条例で「市の区域を分けて区と

区役所（区の事務所）を置く」とされていますが、本市においては、法に定める区・区役所の

あり方に加え、川崎市自治基本条例第 19 条において、「参加及び協働による暮らしやすい地

域社会を築くため、区を設け、区役所を置く」としています。そして、それぞれの区におい

て、区民会議は、「参加と協働による地域の課題解決」を目的として設置され、これまで課題

解決に向けた調査審議を行ってきました。また、調査審議結果を区長に提出し、区長はこれを

区政及び市政に反映するように努めることで、区における行政への参加の機能も併せて担っ

てきました。 

区民会議の「参加と協働による地域の課題解決」の機能は、市民創発による「新たなしく

み」の環境整備を行うことにより、様々な効果が期待されることから、「新たなしくみ」に引

き継がれるとともに、より身近な小さな単位での活動や多くの人々の参加など、一層充実さ

れていくものと考えられます。 

このため、現行の区民会議制度は廃止し、「新たなしくみ」の構築を進めます。 

区民会議が担ってきた「区における行政への参加」の機能については、その制度のあり方に

ついて検討を進めます。 

なお、制度のあり方検討については、全区において「（仮称）まちのひろば」や「（仮称）ソ

ーシャルデザインセンター」が立ち上がるまでに結論を出します。 

 （２）まちづくり推進組織について 

まちづくり推進組織が果たしてきたこれまでの役割やその成果、そして抱える課題等を踏

まえ、区ごとの状況に応じて、活動休止や廃止も視野に入れ、将来的なあり方について、関係

者との丁寧な対話などを通じた整理・検討を行い、遅くとも「（仮称）ソーシャルデザインセ

ンター」立ち上げまでには、結論を出していきます。 

（３）区民活動支援コーナー等及び市民提案型事業等について

区民活動支援コーナー等の各区市民活動支援拠点については、これまでの役割や成果と課

題等を踏まえ、区民活動支援コーナー等の活性化に向けた検討や、「新たなしくみ」の考え方

に沿って、現在の中間支援機能との関係性にも留意しつつ、場の提供に留まらない新たな機

能の追加等も含めた今後のあり方の整理・検討を行います。 

また、各区における市民提案型事業等（宮前区においては資金支援事業補助金）について

は、これまでの役割や成果と課題等を踏まえ、公益財団法人かわさき市民しきん等、民間主導

のコミュニティファンドとの連携をはじめ、かわさき市民公益活動助成金など、各種助成金

や補助金との関係を整理し、「新たなしくみ」の考え方に沿った市民創発を促すような機能の

強化に向けて取組を進めます。 

        いずれの事業においても、「（仮称）ソーシャルデザインセンター」との機能分担、又は「（仮

称）ソーシャルデザインセンター」の一部機能としての再構築について、併せて検討します。 
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６ 町内会・自治会等、住民自治組織に関する新たな取組の方向性 

 （１）町内会・自治会に関する新たな取組 

① 町内会・自治会の基本的な属性 

町内会・自治会は、地縁による結びつきに由来する「住民自治組織」として、暮らし

やすい地域社会を築くため、住民相互の親睦を深め、信頼関係を構築し、様々な取組を

通して地域の課題を解決する重要な主体の一つといえます。 

② 町内会・自治会の特徴 

町内会・自治会の特徴としては、一定の地域を単位としたまとまりであること、加入

単位が原則として「世帯」であり、対象の地域に居住する世帯が自由に加入できること、

地域の課題に包括的に取り組んでいることといった点が挙げられます。さらに、これら

の地域活動に加えて、歴史的な経緯により、様々な行政からの依頼事務を担うとともに、

行政の協働のパートナーとして地域と行政をつなぐ等の重要な機能を担ってきました。 

地理的な近接性を有する居住地をつながりとしたコミュニティにしか担うことがで

きない機能は、災害時の「自助」、「共助」の取組や、地域包括ケアシステムにおける「自

助」、「互助」の取組を進めていく上でも重要なものとなっています。 

③ 町内会・自治会の機能と現状 

町内会・自治会が本来有する機能は住民自治組織としての機能ですが、歴史的な経緯によ

り、行政からの依頼事務の担い手としての機能も担ってきました。しかしながら、行政からの

多くの依頼事務を担ってきたことが、本来の住民自治活動を阻害する要因の一つとなってい

ます。

住民自治
組織とし
ての機能

互助・共助につながる地域づくりの機能
（住民相互の親睦を深め、信頼関係の構築に寄与する各種
活動）
個人では解決困難な課題に地域で向き合い取り組む機能
（地域の課題を吸い上げ解決するための活動）
住み良い地域をつくるため地域を適正に管理する機能
（ゴミ出しや防犯等地域のルール作りの活動）
地域と行政をつなぐ機能
（地域の声を行政に伝える活動）

行政から
の依頼事
務の担い
手として
の機能

活動を広め強化する機能
（行政からの依頼や支援に基づき地域の課題を解決する）
情報を地域に広げる機能
（必要な情報を地域に広報する）
地域代表としての機能
（地域の意見をまとめて行政等に伝える）
担い手等を集める機能
（行政等が行う地域でのイベント等に地域住民を集める）

④ 町内会・自治会に関する取組の基本的な考え方

これまでも、価値観の多様化や生活スタイルの変化により、町内会・自治会活動は様々な影

本来有する機
能を果たすた
めの支援強化

受任機能の再考
負担軽減
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響を受けてきましたが、今後見込まれる更なる社会経済環境の変化は、「家」や家族のあり方

自体を更に変化させることが予測されます。 

このため、町内会・自治会が、これに適切に対応し、地域における親睦や信頼を深め、様々

な分野における地域課題の解決に取り組み、暮らしやすい豊かな地域社会を実現する主体の

一つとして、これまである面では行政都合であった関係性を見直し、住民自治組織としての

町内会・自治会と行政との真のパートナーシップを築き、多様な主体との連携を進め、10 年

後も住民自治活動に自立的かつ活発に取り組んでいることを目指します。 

そして、そのために必要な取組について、川崎市全町内会連合会等、町内会・自治会の意

見や「町内会・自治会の活動の活性化に関する条例」等を踏まえて検討します。 

⑤ 取組の方向性 

取組の方向性１ 町内会・自治会が自主的に、地域の課題等を共有し、解決に結びつける活動
に取り組むための適切な支援のあり方等について検討します。

取組の方向性２ これまである面では行政都合であった関係性を、町内会・自治会の意思が尊
重される関係性にシフトできる手法等、柔軟かつ適切な取組を検討します。

取組の方向性３

町内会・自治会の多様性を前提に、その個性と自主性を尊重し、町内会・自
治会同士や様々な主体が連携し、役割や負担を分担して取り組む課題等、
様々な手法により課題解決に取り組むための適切な支援のあり方等について
検討します。

⑥ 町内会・自治会への具体的な支援の考え方 

町内会・自治会
への理解の促進

・川崎市市民自治財団や川崎市全町内会連合会等と連携し、効果的な手法を
検討します。
・町内会・自治会未加入者に向けた町内会・自治会の担っている役割や活動
内容の周知について、様々な主体と連携した更なる取組を検討します。

個別支援の強化

・個々の町内会・自治会と一層の信頼関係を深め、町内会・自治会の状況や
ニーズを適切に把握し、個々に必要とする支援のあり方について検討しま
す。 
・個々の町内会・自治会の相談等について、適切につなぐための取組を検討
します。
・個々の町内会・自治会だけでは課題の解決が困難な場合は、近隣の町内
会・自治会同士の連携や、市民活動団体や企業等と結びつけることで、活
動を支援するしくみについて検討します。

負担軽減

・住民自治活動の更なる活性化に寄与することを基本として考え方を整理
し、各所属が主体的に負担軽減に取り組むことができるように、依頼を行
う場合の判断基準等を明確にします。 
・さらに、負担軽減を進めていくためには、その有効性や必要性を含めた
個々の行政からの依頼事務における性質や体制等の分析、検証を行った上
で、取組手法等について検討します。
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市民創発に向け
た取組の推進

・町内会・自治会の主体性を尊重し、それぞれの実情や意向を踏まえ、様々
な主体との相互理解のもと、互いに尊重し合う関係の構築を促進します。
・さらに、様々な主体が連携した取組を促進するためには、区における
「（仮称）ソーシャルデザインセンター」等とも連携して、各主体のニー
ズを把握し、適切にマッチングすることが必要であり、これをきっかけと
した幅広い関係を構築していくことで、市民創発につながる取組を支援し
ます。

（２）マンションコミュニティ等の住民自治組織に関する新たな取組 

 高度経済成長期に建設されたマンション等では、建物の老朽化や居住者の高齢化による課

題が表面化している現状に加えて、現在建設が進む大型集合住宅等において、将来予測される

課題も視野に入れる必要があります。 

  また、マンションには、小規模マンションから 1,000 戸を超える大型マンションや、団地型

やタワー型マンションに加え、ワンルームマンション等、様々な形態があります。さらに、居

住形態には、分譲と賃貸といった違いだけでなく、シェアハウス等の形態が広がっています。

加えて、市内には市営住宅等の公営住宅もあり、個々の集合住宅の状況は、まさに千差万別と

なっていることから、それぞれの状況を踏まえた対応が求められています。 

① マンション等に関する連携強化に向けた取組の検討 

高齢者や子育て世代の孤立やコミュニティ形成、防災対策など多くの課題に加えて、戸建

て住宅地において発生している空き家やごみ屋敷といった課題がマンションにおいて発生す

ることは、マンション内に留まることなく、周辺環境にも影響を及ぼすことから、これらの課

題を個別マンションの課題と捉えるだけでなく、地域の課題として捉える必要があります。

そして、これらの課題解決に向けては、マンションにおける所有者自治が適切に機能し、マン

ション住民の主体的な参画により適切な意思決定がなされる体制が、円滑に機能することが

求められることから、コミュニティ施策に留まらない施策間の連携の強化を図るとともに、

合わせて行政内部における推進体制の構築を進めます。 

加えて、マンション間において課題等を共有することで個別のマンションの課題ではなく、

共通課題として一般化し、マンション住民が主体となった取組を促進するため、先行的な区

役所における取組を参考にしつつ、マンション間における様々な情報を共有することのでき

るネットワークを構築する等の支援手法について検討します。 

② マンション等におけるコミュニティ活動の促進に向けた取組の検討 

これまで、自治会等を設立しているマンションや、町内会・自治会に加入しているマンショ

ンとは、行政として一定の関係性を構築することができていますが、管理組合等がコミュニ

ティ活動を行っている場合やコミュニティ活動を全く行っていない場合には、これまでの区

役所等の取組と整合を図りながら、個々のマンションの状況等を把握する必要があります。 

その上で、マンションの資産管理を行う上でコミュニティ形成に資する活動がもたらす効

果や課題等に加え、管理組合等がコミュニティ形成に資する活動に取り組んでいる場合の考

え方や、マンション内の住民自治組織（管理組合等）と行政との関係性を改めて整理し、適切

な支援手法等について検討します。 

また、地域との関係性を考慮した場合、所有者自治だけでは適切な関係性を構築できない
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可能性があることから、居住者自治を確保し、同じ地域にある戸建住宅とマンション相互の

強みをいかし、弱みを補完し合えるような良好な関係性を築くための手法について、マンシ

ョンの規模や建物の形態等によって個々のマンションの状況が異なることを踏まえるととも

に、マンションにおいてコミュニティ活動を進めていく上での法的課題についても専門家の

意見を伺いながら検討します。 
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７ 市域レベルの「新たなしくみ」の今後の方向性 

（１）中間支援組織の連携強化と効率的・効果的な支援体制の構築 

全市的な中間支援機能を担う各出資法人等においては、分野別の全市的な中間支援組織と

して、NPO 法人などの各種団体等を対象とした支援に取り組んできましたが、今後はその対象

を広げつつ、各種団体等の事業の目的、成果だけを捉えるのではなく、市民創発に向けて、そ

れぞれの事業が及ぼす効果を多面的に捉えて、支援やコーディネート等に取り組んでいくこ

とが求められます。 

このため、各出資法人等が持つ情報や支援メニュー等の共有を図り、連携を強化すること

で、より効率的・効果的な支援に取り組んでいきます。 

（２）多様な主体による地域コミュニティ形成の支援のための機能等の見直し 

コミュニティ関連の団体（川崎市市民自治財団など）においては、多様な主体の連携による

地域コミュニティの形成を支援することを目指すとともに、将来的なあり方について検討し

ます。 

特に、川崎市市民自治財団においては、市民自治財団自身が現在の地域コミュニティの現

状や動向を見据えて、今後の市民自治活動を支援するために、相談機能やプロデュース機能

等、必要とされる支援体制を検討していきます。さらに、行政との役割分担を含め、専門的な

人材の確保等を検討します。 

また、かわさき市民活動センターが、地域拠点としてのこども文化センターを運営してき

たことから、施設の地域化や事業のあり方など、地域コミュニティ形成への関わり方を検討

します。 

「かわさき市民公益活動助成金」については、各区における市民提案型事業や補助金、公益

財団法人かわさき市民しきん等のコミュニティファンドなどとの連携や役割分担のあり方に

ついて検討します。 

（３）「（仮称）ソーシャルデザインセンター」との有機的連携、新たな役割の創出 

全市的な中間支援機能を担う各出資法人等においては、かわさき市民活動センターが中核

となって、区域レベルの「（仮称）ソーシャルデザインセンター」との連携を進め、テーマに

応じて柔軟に役割を果たし合えるような関係性を作り出し、これまでの蓄積を生かしつつ、

ダイナミックに展開される市民活動に対応した機能・体制を構築します。 
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第５章 市民創発に呼応する行政のあり方 

１ 行政スタイルや組織のあり方 

（１）既存の分野別計画等の整理・検討と政策統合への模索 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンをはじめとした関連する各局区所管の分野別計

画やその他のプラン、事業等の整理・検討を行い、課題設定の的確さ、事業手法の有効性、課

題解決の到達度等について分析しつつ、事務事業間の連携強化と地域における総合化を進め

ます。 

行政施策は、防災、環境、福祉など、ある特定の目的を持ってそれぞれ進められますが、地

域はひとつであることにより、コミュニティ施策の観点から、より良い地域づくりに向けた

縦割り行政の解消と、複数の施策を総合的に進める政策統合に向けた可能性を探ります。 

（２）「質的改革」と新たな行政スタイルの構築に向けて 

これからの自治体は、単なる「サービス・プロバイダー31」から公・共・私が協力し合う場

を設定する「プラットフォーム・ビルダー32」に転換する必要があるといわれています。 

本市においては、「市民創発」と「市民自治」をより推進するために、複雑化する課題に対

して、公費を直接投入し、その解決を図る従来型のサービス提供手法や行政主導の協働スタ

イルを見直し、地域の自治の力を育むことにより、多様な主体による市民創発型の課題解決

ができるような業務の進め方や予算のあり方等の検討を行ってまいります。さらに、効果的・

効率的に推進するために、施策評価に当たってはコミュニティ形成に貢献したかなどの要素

も踏まえるとともに、ICT等の更なる活用の推進を図り、組織の最適化についても合わせて検

討し、行政が担うべきこれからの役割に相応しい新たな自治体像の構築を目指していきます。 

（３）徹底したプロセス重視と新たな参加手法の導入 

これまで以上にプロセスを重視し、従来行われてきたアンケート調査やパブリック・コメ

ント手続、タウンミーティング、出前説明会はもとより、ワークショップ、無作為抽出した代

表による市民討議会「プラーヌンクスツェレ」、コンセンサス会議33、サイエンスカフェ34など

の各種参加手法の導入や、地区カルテの協働作成、論点集の提示などにより、引き続き、市民

の参加と熟議を可能とするプロセスの導入を試みていきます。 

31
サービス・プロバイダー…サービスを提供する主体

32
プラットフォーム・ビルダー…新しい公共私相互間の協力関係を促進するための基盤を構築する主体

33
コンセンサス会議…専門家による必要な情報を事前に市民に示した上で、市民による話し合いにより、合意を導く会 

議手法
34

サイエンスカフェ…カフェのような気軽な場所で、科学や哲学などの学術的な問いに対して、話題提供者と参加者の 

間で意見交換、議論する場
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２ 職員の意識改革や人材育成 

（１）職員参加と意識改革の推進 

社会状況の変化に適応し、新しい課題に積極的に取り組む「先駆自治体」と、漫然と前例を

踏襲する「居眠り自治体」との格差が拡大していると言われています。こうした状況において

は、職員個人や組織としての政策形成能力の向上が求められており、更なる職員参加やその

意識改革が必要です。 

コミュニティ施策に関する職員アンケートの実施をはじめ、各種ワーキンググループによ

る作業、市民との協働を実践するため、ワークショップの実施など、これからの時代を担う若

手職員の参加を推進するとともに、市民志向の更なる向上、現場主義による課題設定能力と

市民との対話能力の向上を図るだけでなく、コーディネートスキルを有し、チャレンジする

人材の育成を進めつつ、管理職自らが率先し、職員一人ひとりの意識改革を推進します。 

（２）政策形成能力と実行力の向上 

コミュニティ施策に係る人材育成においては、姿勢、態度と、知識、技術のそれぞれを能力

と捉え、向上させていくことが求められます。このため、地域の様々な現場等における市民の

何気ないつぶやきの中からデータには現れにくい政策課題を見出す感性や姿勢を磨くことが

求められます。また、職員一人ひとりの能力向上と同時に、組織として職員の問題意識を受け

止め、新たな政策開発や具体的な課題解決につなげていくことも必要です。 

一方、行政だけでなく民間のデータ等や ICT を活用してデータを蓄積し、多角的な視点で

分析することで、現状や政策課題をより的確に把握し、将来的な予測を行い、データを活用し

た政策形成能力を高めるよう、技術面での人材育成を進めます。 

さらに、コミュニティに関わる様々な法改正などの各種情報を的確に把握し、職員一人ひ

とりの情報量を高めるとともに、色々な部局の職員や区役所の職員等が横断的にチームをつ

くり、多様で豊富な情報を基にした政策デザインができるような体制を整えるとともに、そ

れを具現化できるよう、実行性を高める取組を進めていきます。 
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第６章 最後に 

１ これからの検討課題等 

市民検討会議ワークショップや各種ワークショップ、そして川崎市コミュニティ施策検討有識者会

議など、「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」の策定に向けた検討段階では、基本的考え

方の枠組みの中だけでは捉えきれない、多岐にわたる論点が出されました。そうした中から、これか

らも引き続き検討すべきと考える重要な論点について、「これからの検討課題等」として整理し、問

題提起します。 

（１）「政策統合」の更なる推進 

    総合行政の視点からの社会政策としてのコミュニティ施策と福祉、都市計画、教育行政等と 

の連動・連携をはじめとする地域における総合化、政策統合、ポリシーミックス35のあり方に 

ついて、その課題と可能性、将来的方向性等について、検討が求められます。 

（２）コミュニティ施策の推進と区としての総合行政の展開 

区役所改革の基本方針を踏まえ、地域情報の把握や事務事業レベルでの地域での総合化を推 

進するために、現行の区役所組織のあり方やセクション間の連携のあり方等を見直し、区にお 

ける総合行政機能の更なる向上が求められます。 

（３）区における多様な参加と様々な利害関係者（マルチステークホルダー）による熟 

議プロセスの確保

多様な政策形成プロセスにおいて、無作為抽出（ランダム・サンプリング）など新たな参加 

手法を導入するとともに、様々な利害関係者（マルチステークホルダー）による熟議の場を確 

保し、その二つを有機的につなぐしくみの構築を進め、区におけるガバナンスの強化を進めて 

いくことが求められます。 

（４）空き家対策などの社会問題も踏まえたライフステージに応じた専門家のネットワ 

ーク型支援

現在、区役所職員が地域を支援する取組を進めていますが、ライフシフト時代を視野に入

れ、財産管理、空き家対策、終活支援など、行政の取組と合わせ、地域の様々な専門家のネッ

トワークの構築により、一人ひとりのライフステージに応じたきめ細やかな支援体制を構築

していくことが求められています。

（５）小さな単位での地域データの把握と活用

現在、把握している各種データを、町丁別や 100 メートルメッシュなどの小さな単位で整理 

し、その経年比較や将来予測を行い、市民とその地域データを共有しながら、今後の政策形成 

における基礎的資料として活用していくことが求められます。 

35
ポリシーミックス…政策目標を達成するために、いくつかの政策を効果的に組み合わせること 
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（６）エリアマネジメントによる戦略的まちづくりや持続可能なコミュニティ形成

川崎駅周辺や新百合ヶ丘駅周辺等、それぞれの地域課題や資源といった、その特性を踏まえ、 

中長期的な目標を立て、様々な政策資源を導入し、エリアマネジメント手法の導入等により戦 

略的なまちづくりの展開を目指します。 

また、武蔵小杉駅周辺地域や新川崎駅周辺地域等において、まちづくり活動を行う NPO 法人 

等がマンションコミュニティに代わって地域との結びつきをつくる取組等、様々な主体による 

活動が広がりを見せており、持続可能なコミュニティ形成を目指して、適切な連携や支援のあ 

り方についての検討が求められます。 

（７）地域に対する愛着の醸成～まちを好きな人が多いと、まちは良くなる！～ 

「市制 100 周年(2024 年)とその先の未来」を視野に入れ、学校教育におけるまちづくり学習 

や多様な生涯学習の場を深化させつつ、シチズンシップ教育36の取組を推進します。また、ブ

ランドメッセージ、かわさきパラムーブメントと連動しつつ、広く市民の都市に対する誇り

や愛着（シビックプライド）等の醸成と再生が図られるような取組が求められています。 

36
シチズンシップ教育…市民としての資質・能力を育成するための教育。また、社会の中で円滑な人間関係を維持する 

ために必要な能力の教育
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２ 今後の進め方 

「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」は、概ね 10 年後の 2028 年を目標年次とし、その

10 年後のコミュニティの理想像を「希望のシナリオ」として描きつつ、その実現に向けて、今から取

り組むべきコミュニティ施策の羅針盤として示したものです。次の 5つの視点をもとに、その具体的

展開を図っていきます。 

（１）参加と現場主義に基づく検討と協働による施策推進 

「基本的考え方」に基づく施策の具体化に向け、引き続き、多様な参加と現場主義に基づき 

検討作業や施策立案に取り組んでいきます。また、その推進に当たっては、具体的な事業手法 

や各主体が果たす役割等を確認しながら、多様な主体間の協働により、市民創発型のこれから 

のコミュニティの理想像の実現に向け、取組を展開していきます。 

（２）横断的な庁内推進体制の整備と効果的な事業展開 

     これまでの「今後のコミュニティ施策のあり方検討会議」を改組し、新たに「（仮称）コミュ

ニティ施策推進会議」として、横断的な庁内推進体制を整備し、互助や地域づくりの取組は長

い時間を必要とすることから、各所管で進められた様々な取組の効果や課題等を確認し、そこ

で得られた知見等を共有するなど、より効果的な事業の展開を図っていきます。 

（３）スピード感を重視した展開 

早急に着手すべき事業、早期に着手可能な事業については、できることからスピード感を持 

って取り組むことによって、その効果を早期に顕在化させ、施策全体の効果的な推進を目指し 

ていきます。 

（４）モデル・プロジェクトによる効果的な事業推進 

     既存の各種地域資源を寄せ集め（ブリコラージュ）、限られた財源を効果的に活用しながら、

試行的なモデル・プロジェクトを優先的、かつ重点的に展開していくことによって、その成果

や事業の考え方を広く施策全体へ波及させ、より相乗的、効率的に目標を達成することを目指

していきます。 

（５）スモールスタートによる事業の実体化と見直し時期の設定 

     既存概念や従来型の思考方法に捉われず、同時に形式的に硬く柔軟性の低いしくみを当初か

ら導入するということではなく、スモールスタートによる新たな社会実験的な事業に積極的に

取り組みつつ、その検証作業を繰り返し、試行錯誤しながら徐々に高次機能を付加していくこ

ととします。また、事業の見直し時期を事前に設定することで、惰性的な事業推進による弊害

の回避を目指します。 

     この「基本的考え方」に基づく取組については、3 年を目途にその検証と見直しに取り組み

ます。


